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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 ※当社は、平成24年10月１日付で単独株式移転により設立されたため、前連結会計年度に係る記載はしておりません（以下、同様）。 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 22,984 ― 508 ― 511 ― 269 ―
24年3月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）包括利益 25年3月期 272百万円 （―％） 24年3月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 25.10 24.96 8.4 8.6 2.2
24年3月期 ― ― ― ― ―

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  ―百万円 24年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 5,926 3,322 55.9 308.39
24年3月期 ― ― ― ―

（参考） 自己資本   25年3月期  3,313百万円 24年3月期  ―百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 △190 △89 △102 1,607
24年3月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

（注）平成25年３月期 期末配当額10円00銭の内訳（普通配当９円80銭、記念配当20銭） 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― ― ― ― ― ― ― ―
25年3月期 ― ― ― 10.00 10.00 107 39.8 3.3
26年3月期(予想) ― ― ― 10.00 10.00 ―

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

 

売上高 営業利益
百万円 ％ 百万円 ％

通期
25,000 

～27,000
8.8

～17.5
600 

～700
18.0

～37.7



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 10,933,100 株 24年3月期 ― 株
② 期末自己株式数 25年3月期 187,200 株 24年3月期 ― 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 10,745,900 株 24年3月期 ― 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手
続は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．当社は、平成24年10月１日に単独株式移転により、株式会社ピーアンドピーの完全親会社として設立されました。当社の第１期は平成24年10月１日か
ら平成25年３月31日まででありますが、当連結会計年度の連結財務諸表は当社の完全子会社となった株式会社ピーアンドピーの連結財務諸表を引き継
ぎ、平成24年４月１日から平成25年３月31日までを連結会計年度としております。 
 
２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々は要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい
ては、添付資料の２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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当社は、平成24年10月１日に単独株式移転により株式会社ピーアンドピーの完全親会社として設立さ

れ、さらに、平成24年12月28日に現物配当により、株式会社ピーアンドピー・インベックス、株式会社

ジャパンプロスタッフ及び株式会社ピーアンドピー・キャリアの３社は当社の完全子会社となりまし

た。その結果、当社グループは、当社並びに子会社４社で構成されることとなりました。 

 当該グループ内組織再編に伴い、当社グループにおける主な事業の区分方法を、従来の「アウトソー

シング事業」、「人材派遣事業」の２区分から、「SPOサービス事業」、「BYSサービス事業」、「HRサ

ービス事業」、「その他サービス事業」の４区分に変更しております。 

  

当連結累計期間におけるわが国の経済状況は、一部地域や業種において復興需用等により緩やかなが

ら景気回復の兆しが見られたものの、各国財政問題に起因した海外経済の減速や、消費税増税法案成立

による将来の可処分所得の減少等、先行きの不透明感から来る消費マインドの冷え込みなどにより、景

気の先行きは不透明な状況が続きました。後半には金融緩和を始めとした経済政策に対する期待感から

株価回復の兆しが見られておりますが、消費環境は未だ改善されていない状況が続いております。 

このような中、当社のサービスに関わるマーケットの環境は以下の通りであります。 

①SPOサービス※1領域 

SPOサービスにおける主要マーケットである移動体通信業界におきましては、番号ポータビリティに

よる新規契約が活性化したことにより、各携帯電話キャリア及び販売代理店の間では、ユーザー獲得に

向けた競争が激化致しました。デジタル家電分野におきましては、LED照明機器等の節電関連商品の需

要は高まってきているものの、当社の主要クライアントである国内総合家電メーカーの収益状況は依然

として厳しい状態が続いております。 

ストア業界におきましては、消費者マインドの冷え込みによる節約志向が加速し、商品価格の値下げ

が続いたことにより、厳しい経営環境が続いております。一方、コンビニエンスストアにおきまして

は、中食需要に合せたPB商品の開発を進め、女性や高齢者など幅広い客層へ対応することにより好調に

推移しております。 

②BYSサービス※2領域 

BYSサービスにおける主要マーケットの一つである流通業向けの棚卸サービス業界におきましては、

棚卸サービスの主要顧客である流通業の競争激化により厳しい状態が続いているものの、コンビニエン

スストアにおきましては積極的な新規出店が続いております。また、同主要マーケットの一つである物

流業界におきましては、ネットスーパー等の電子商取引市場の拡大に合わせ、物流拠点の新設の動きが

引き続き続いております。 

③HRサービス※3領域 

HRサービス領域に関わる人材サービス業界におきましては、一部事務系派遣における顧客企業の人材

ニーズは減少傾向にある一方で、コールセンターにおける人材サービスに関する引き合いが堅調に推移

致しました。 

また、企業の求人意欲は全般的に活発であり、人材紹介サービスにつきましては当社主要顧客先にお

いて堅調に推移致しました。 

④その他サービス※4領域 

その他サービスの柱であるWebSPOサービス※5領域に関わるインターネット業界におきましては、スマ

１．経営成績・財政状態に関する分析
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ートフォン、タブレット端末の普及拡大を背景にインターネットの利用が継続的に増加し、それに伴

い市場規模も堅調に拡大しております。 

  

このような状況下で当社は、当連結累計期間における営業活動として、当社が独自に開発したPPRシ

ステム（P&P Reporting system）※6を活用したSPOサービス拡大を推進するべく、全国拠点網を活かし

た請負案件の獲得と推進、日本市場へ進出を開始した外資系新規クライアントの獲得、キャンペーンの

獲得等に注力してまいりました。また、BYSサービスにおきましては通販市場の拡大に伴い物流拠点新

設の動きが続いた結果、梱包・ピッキング作業や、配送業務の一括請負などの、大型案件の獲得が順調

に推移致しました。HRサービスにおきましては、事業者向けコールセンター派遣や官公庁入札案件の推

進を行いました。WebSPOサービスにおいては、インターネット市場の拡大を背景に、当社のサンプリン

グサイトである「もにったー」の登録者数増加と新規顧客の開拓を推進してまいりました。 

以上の結果、当連結累計期間の売上高は22,984,171千円、営業利益は508,514千円、経常利益は

511,600千円となりました。また、当期純利益は269,752千円となりました。 

  

 セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

①SPOサービス事業 

SPOサービス事業は、外資系メーカーによる受注が順調に推移致しましたが、一部クライアントにお

ける人材の直接雇用化の影響により、売上高は13,892,982千円となりました。 

②BYSサービス事業 

BYSサービス事業は、バックヤードにおける大型請負案件の受注が好調に推移し、売上高4,459,646千

円となりました。 

③HRサービス事業 

HRサービス事業は、事業者向けコールセンター人材派遣や、官公庁の入札案件は順調に推移致しまし

たが、事務系派遣の人材ニーズ減少により売上高4,598,285千円となりました。 

④その他サービス事業 

その他サービス事業は、Webサンプリングサイト「もにったー」が順調に拡大し、売上高33,257千円

となりました。 

  

（注）※1：SPOサービスとは、「セールス・プロセス・アウトソーシング・サービス」の略で、放送・通信キャリ

ア、一般消費材メーカー及び各関連企業を中心に販売支援・営業支援に係る各種サービス業務を総称して

おります。 

※2：BYSサービスとは、「バックヤードサポートサービス」の略で、小売店舗・倉庫の商品棚卸代行業務や、

販売プロセスのバックヤード作業を支援するサービス（商品の仕分け、梱包）などを総称しております。

※3：HRサービスとは、「ヒューマンリソースサービス」の略でコールセンター向け人材派遣・請負、事務・IT

人材派遣、人材紹介等を総称しております 

※4：その他サービスとは、WebSPOサービス、海外支援サービスなどを総称しております。 

※5：WebSPOサービスとは、Webを使ったSPOサービスを総称しており、サンプリングサイトである「もにった

ー」や、成果報酬型求人サイトである「おいしい仕事」等を提供しております。 

※6：PPRシステム（P&P Reporting System）とは、独自で開発したシステムであり、Web環境を用い、日本全国

どこであっても、リアルタイムに必要な情報を報告できるシステムとなっております。独自に開発してい

るため、汎用性があり、お客様の要望に合わせたカスタマイズが可能なシステムです。 
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（次期の見通し）  

 次期のわが国経済の見通しと致しましては、金融緩和を始めとした経済政策に対する期待感から株価

回復の兆しが見られておりますが、消費税増税法案成立による将来の可処分所得の減少から来る消費マ

インドの冷え込みや、東アジア地域における諸外国の外交政策から来る国内情勢の不安定化などによ

り、国内市場は先行き不透明な状況が続くことが予想されます。 

 このような環境の中、当社グループと致しましては、これまでの強みである、量販店など小売店への

営業促進から店頭販売に至るまでのセールス・プロセス活動のトータル支援に加え、SPOサービスの拡

大として流通クライアント向けへ、建築・内装施工、サイン企画、販売促進企画など商業施設の立ち上

げから運営までの一連のプロセスを支援するサービスを提供する、株式会社Ｐ＆Ｐデザインを平成25年

４月２日に立ち上げました。現行のSPOサービスで培った店舗運営ノウハウ・顧客基盤を軸に、既にお

取引のある大手メーカー、GMS及びドラッグストア等へサービス提供の拡充を進めると共に、積極的に

新規クライアントの開拓を行います。 

 好調に数字が推移しておりますBYSサービス領域においては、倉庫・大型物流案件の一括請負化の案

件の獲得、CVSの出店・エリア拡大に伴った棚卸案件の獲得等を引き続き推進してまいります。 

 一昨期よりサービスを開始しておりますWebSPOサービス「もにったー」につきましては、既存サービ

スとのシナジーの追及として、リアルサービスとのマルチサービスの展開を進めてまいります。 

 また、コンプライアンスと内部体制の強化として、トラブルの初期報告と再発防止策のグループ展開

と定着強化を推進し、初期対応力をアップするために教育計画と連動した研修の継続的実施を行いま

す。 

 さらに、当社グループの事業領域の更なる強化と、その隣接領域への展開を目的として、平成25年４

月16日付で藤栄テクノサービス株式会社の株式譲渡契約を締結致しました。平成25年６月４日に株券の

引渡しを予定しており、当社の新しい事業の柱として事業を推進していく所存でございます。 

 これらの見通しを前提といたしまして、平成26年３月期の連結業績見通しにつきましては、連結売上

高25,000百万円～27,000百万円(当期比8.8～17.5％)、連結営業利益600百万円～700百万円(当期比18.0

～37.7％)を見込んでおります。なお、次期の見通しにつきましては、予測しない経済状況の変化等に

より変動する場合があり、当社グループとして保証するものではないことをご了承下さい。 
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①平成25年３月期の資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

  当連結会計年度末における総資産は、5,926,904千円となりました。その主な内訳は、現金及び預

金1,807,578千円、売掛金2,819,362千円であります。 

（負債） 

  当連結会計年度末における負債は、2,604,021千円となりました。その主な内訳は、買掛金

1,378,266千円、未払金383,477千円であります。 

（純資産） 

  当連結会計年度末における純資産は、3,322,883千円となりました。その主な内訳は、資本金

1,384,091千円、資本剰余金552,622千円、利益剰余金1,432,580千円であります。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）は、前連結会計年度末

と比較して381,983千円減少し、1,607,578千円となりました。当連結会計年度末における各キャッシュ・

フローの状況及びそれらの要因は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）                             

  営業活動の結果使用した資金は、190,456千円となりました。税金等調整前当期純利益は511,600千

円であったものの、一方で、主に売上債権の増加額291,447千円、仕入債務の減少額60,313千円、法人

税等の支払額364,923千円となったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は、89,147千円となりました。主に、有形固定資産の取得による支出

33,097千円、無形固定資産の取得による支出12,933千円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は、102,379千円となりました。これは配当金の支払によるものであ

ります。 
  

（参考） キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
（注１）各指標の算出は、以下の算式を使用しております。 

    自己資本比率： 自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

    キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数に基づいて算出しております。 

（注３）利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

（２）財政状態に関する分析

(ご参考)
平成23年３月期

(ご参考)
平成24年３月期

平成25年３月期

自己資本比率 (％) 55.3 53.2 55.9

時価ベースの自己資本比率 
(％)

36.2 36.3 49.5

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率 (％)

― ― ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ (倍)

65.4 94.8 ―
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当社は利益配分について、株主への利益還元を重要な課題と考え、今後の事業展開のための財務体質

の充実を勘案しながら、安定した配当を継続的に行っていくことを基本方針としております。  

なお、当期の配当金につきましては、年間１株当たり普通配当10円00銭を予定しております。 

  

① 個人情報の管理について 

 平成17年４月より施行された個人情報保護法は、当社グループ及び人材ビジネス業界にも影響があ

り、それに対する取組み方を誤れば、企業の存続に影響が生じる可能性があります。 

 当社グループでは、この問題を重視し、従来より規定している個人情報管理規程を見直したうえで運

用を厳格化しております。さらに、財団法人 日本情報処理開発協会が認定するプライバシーマークを

取得（第10860391(04)号）するなど、個人情報管理体制の強化を行っております。 

 従いまして、当社グループでは個人情報が漏洩する危険性は極めて低いと考えておりますが、万一、

何らかの原因により個人情報が外部に漏洩するような事態が発生した場合には、当社グループに対する

社会的信用の低下による売上の減少又は損害賠償による費用の発生等が起こることも考えられ、当社グ

ループ業績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 社会保険（健康保険・厚生年金保険）の加入及び料率改定の影響について 

 社会保険適用事業所が社員を雇用する場合、健康保険法及び厚生年金保険法により、社員を社会保険

に加入させる義務があります。これにより、現場業務を担当するスタッフを含めた当社グループの雇用

する労働者で社会保険適用該当者については、社会保険への加入を徹底しておりますが、今後加入対象

者の要件が変更になった場合には、当社グループスタッフの加入対象者が増加します。また、平成16年

の年金制度改革により、厚生年金保険料の料率は、平成29年まで段階的に引き上げられることから、平

成29年まで毎年0.177％ずつ引き上げられ、会社負担が毎年増加していくことが決定しております。 

 このように、社会保険制度の改正による保険料率や被保険者の範囲等に変更がある場合には、当社グ

ループ業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ スタッフの確保について 

 当社グループ事業における重要な要素の一つは、現場業務を担当するスタッフであります。当社グル

ープ事業の継続的な発展は、質の高いスタッフの確保如何にかかっていると言っても過言ではありませ

ん。今後受注量をさらに拡大させていくためには、スタッフ確保対策を一層強化していく必要がありま

す。 

 そこで当社グループは、募集方法を多様化し、Web媒体に重点を置いた募集方法を採用するととも

に、採用拠点の多様化など、求職者にとって応募しやすい環境を整えてまいります。さらに、採用した

スタッフの能力に合わせた独自のステップアップ研修メニューを実施することで、質の高いスタッフの

確保及び採用可能なスタッフの範囲拡大を図っていく所存であります。今後計画通りにスタッフの確保

ができない場合には、当社グループの成長の制約要因となる可能性があります。 

④ 競合について 

 当社グループが行うSPOサービス事業、BYSサービス事業、HRサービス事業、その他サービス事業につ

いては、それぞれ既に株式市場に上場している会社を含めて競合会社が多数存在しております。また、

比較的参入が容易なことから、競争がさらに激化する可能性があります。当社グループにおいては、独

自のシステムを用いた販売現場の情報分析によるマーケティング、商品コンセプトの提案から現場での

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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販売促進、消費者の反応のフィードバックから販売状況等の分析までワンストップでサービスの提供を

行う販売支援のワンストップソリューション企業としてのサービス展開や、建築・内装施工、サイン企

画・施工、販売促進など、商業施設の立ち上げから運営までの一連のプロセスをトータル的に支援する

サービスを行っています。さらにはWebを組み合わせた販売促進、バックヤードにおける一連のプロセ

スの大型請負などによって付加価値を高め、グループ一丸となってコンプライアンス体制の構築、個人

情報管理体制の強化に注力し、鋭意努力して参る所存でありますが、競争激化に伴う低価格化等の動向

によっては、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 全国展開への対応について 

 クライアントの販促における展開が、マスメディア媒体を中心としたものから、現場を中心とした直

接的な販促活動に移行しつつあることにより、当社グループは、全国拠点網を活かし、クライアントの

全国一括受注ニーズにタイムリーに対応する体制を充実させ、受注体制の強化を図ってきております。

しかしながら、これらの全国一括受注への対応が適切に行われない場合には、当社グループの成長の阻

害要因になる可能性があります。 

⑥ 代表取締役及びその近親者の出資する会社との関係について 

 当社代表取締役である山室正之及びその近親者、並びにそれらの者が議決権の過半数を保有する会社

が当社グループの議決権の過半数を所有しており、山室正之は支配株主に該当いたします。今後、山室

正之及びその近親者、並びにそれらの者が議決権の過半数を保有する会社が当社グループ株式の売却を

行い、株主の構成に大きな変動のあった場合には、当社グループの事業計画に大きな影響を与える可能

性があります。 

⑦ 法的規制について 

(イ) 当社グループは、労働者派遣法に基づく厚生労働大臣の「一般労働者派遣事業」の許可を取得

し、人材派遣事業を営んでおり、労働者派遣法に基づく規制を受けております。また、職業安定法に

基づく有料職業紹介事業も行っており、職業安定法に基づく規制を受けております。その他、当社グ

ループが行うアウトソーシング事業及び人材派遣事業に適用のある労働基準法などをはじめとした労

働関連法令について、労働市場を取り巻く社会情勢の変化などに応じて、改正ないし解釈の変更など

があった場合、当社グループの事業計画・業績にもその影響を与える可能性があります。 

(ロ) 当社グループが流通業向けSPOサービス事業を行う上で、建設業法、建築士法及び屋外広告物法

等様々な法規制の適用を受けており、その遵守を義務づけられております。当社グループはこれらの

許認可等を受けるための諸条件及び関係法令の遵守に努めております。 

 今後、これらの法規制が改廃された場合や、何らかの事情により法律に抵触する事態が発生した場

合、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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当社は、平成24年10月１日に単独株式移転により株式会社ピーアンドピーの完全親会社として設立さ

れ、さらに平成24年12月28日に現物配当により、株式会社ピーアンドピー・インベックス、株式会社ジャ

パンプロスタッフ及び株式会社ピーアンドピー・キャリアの３社は当社の完全子会社となりました。その

結果、当社グループは、当社、連結子会社４社及び非連結子会社１社の計６社で構成されることとなりま

した。主要事業とグループ各社の位置づけは次のとおりであります。 

  なお、株式会社ジャパンプロスタッフは、平成24年４月２日付にて株式会社Ｐ＆Ｐデザインに社名変更

しております。 

(事業系統図)  

  

 

     

２．企業集団の状況
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当社グループは、「生活者と企業の間を円滑にするサービスを提供し、すべての人の豊かさ向上に貢

献する」ことを経営理念として掲げ、クライアント、働く人、消費者へ貢献することが、ひいては当社

グループの成長発展へと繋がっていくと考えております。クライアント、働く人、消費者への貢献度を

高める事を念頭に置いたサービスの拡充、付加価値の創造を行っていくと同時に、コンプライアンス体

制・内部統制の強化を継続的に行うことで、社会的責任を果たし、継続的かつ安定的な企業成長を目指

し、全てのステークホルダーの皆様にとって、価値のある企業グループとなることを目指してまいりま

す。 

  

当社グループは、これまでメーカー等の営業部隊の一員として、量販店など小売店への営業促進から

店頭販売に至るまでのセールス・プロセス活動をトータルに支援するSPO事業を事業の中核として取り

組んでまいりました。今期は、SPOサービス事業のさらなる強化として、流通業向けへ、建築・内装施

工、サイン企画、販売促進企画など商業施設の立ち上げから運営までの一連のプロセスを支援するサー

ビスを開始すべく、株式会社Ｐ＆Ｐデザインを立ち上げました。これにより、従来のメーカークライア

ント向けSPOにプラスして、流通クライアントの店舗開発系業務の支援が可能となり、より付加価値が

高く幅広いサービスをワンストップで提供できることとなりました。今後も引き続き売上規模の拡大と

利益率の向上を図り、当社グループは平成30年３月期に連結売上高500億円、連結営業利益率5.0％を目

指してまいります。 

  

事業の安定性とリスク分散を鑑み、主力サービスであるSPOサービスの拡大を目指すとともに、新た

な事業分野の柱となる新規商材及び新規分野の開拓にも積極的に取り組み、更なる企業価値の創造に邁

進していく所存です。 

 また、社会保険適用事業所が社員を雇用する場合、健康保険法及び厚生年金保険法により、社員を社

会保険に加入させる義務があります。これにより、現場業務を担当するスタッフを含めた当社グループ

の雇用する労働者で社会保険適用該当者については、社会保険への加入を徹底しておりますが、今後加

入対象者の要件が変更になった場合には、当社グループスタッフの加入対象者が増加します。さらに、

平成16年の年金制度改革により、厚生年金保険料の料率は、平成29年まで段階的に引き上げられること

から、平成29年まで毎年0.177％ずつ引き上げられ、会社負担が毎年増加していくことが決定している

ことからも、派遣から請負への切り替えによる粗利益の確保、隣接領域における新規事業の確立による

高付加価値サービスの提供は当社グループの必須の課題として業務に邁進してまいります。 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）中長期的な会社の経営戦略

（３）会社の対処すべき課題
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４．連結財務諸表
（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,807,578

売掛金 2,819,362

商品 28,683

繰延税金資産 26,511

前払費用 87,861

未収還付法人税等 105,867

その他 37,083

貸倒引当金 △3,596

流動資産合計 4,909,351

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 124,632

減価償却累計額 △38,004

建物及び構築物（純額） 86,628

車両運搬具 11,005

減価償却累計額 △610

車両運搬具（純額） 10,394

工具、器具及び備品 272,714

減価償却累計額 △207,596

工具、器具及び備品（純額） 65,118

有形固定資産合計 162,141

無形固定資産

ソフトウエア 47,551

電話加入権 11,802

のれん 67,788

その他 1,757

無形固定資産合計 128,899

投資その他の資産

投資有価証券 144,516

関係会社株式 ※２ 56,572

破産更生債権等 16,828

長期前払費用 2,835

繰延税金資産 90,973

差入保証金 294,690

保険積立金 106,479

その他 12,932

貸倒引当金 △16,662

投資その他の資産合計 709,165
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(単位：千円)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

固定資産合計 1,000,206

繰延資産

創立費 12,862

開業費 4,483

繰延資産合計 17,346

資産合計 5,926,904

負債の部

流動負債

買掛金 1,378,266

未払金 383,477

未払費用 118,975

未払法人税等 84,346

未払消費税等 202,002

預り金 163,032

賞与引当金 29,244

その他 8,262

流動負債合計 2,367,607

固定負債

長期未払金 9,400

退職給付引当金 291

役員退職慰労引当金 226,722

固定負債合計 236,414

負債合計 2,604,021

純資産の部

株主資本

資本金 1,384,091

資本剰余金 552,622

利益剰余金 1,432,580

自己株式 △58,427

株主資本合計 3,310,867

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,044

その他の包括利益累計額合計 3,044

新株予約権 8,971

純資産合計 3,322,883

負債純資産合計 5,926,904

㈱Ｐ＆Ｐホールディングス(6068)　平成25年３月期 決算短信（連結）

－11－



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書
連結損益計算書

（単位：千円）

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

売上高 22,984,171

売上原価 18,923,516

売上総利益 4,060,654

販売費及び一般管理費 ※１ 3,552,140

営業利益 508,514

営業外収益

受取利息及び配当金 3,835

その他 6,257

営業外収益合計 10,093

営業外費用

支払利息 5,289

創立費償却 1,429

その他 287

営業外費用合計 7,006

経常利益 511,600

税金等調整前当期純利益 511,600

法人税、住民税及び事業税 234,509

法人税等調整額 7,339

法人税等合計 241,848

少数株主損益調整前当期純利益 269,752

当期純利益 269,752
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連結包括利益計算書
（単位：千円）

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 269,752

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,957

その他の包括利益合計 ※１ 2,957

包括利益 272,709

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 272,709

少数株主に係る包括利益 －
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（３）連結株主資本等変動計算書
(単位：千円)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,384,091

当期変動額

当期変動額合計 －

当期末残高 1,384,091

資本剰余金

当期首残高 552,622

当期変動額

当期変動額合計 －

当期末残高 552,622

利益剰余金

当期首残高 1,264,914

当期変動額

剰余金の配当 △102,086

当期純利益 269,752

当期変動額合計 167,666

当期末残高 1,432,580

自己株式

当期首残高 △58,427

当期変動額

当期変動額合計 －

当期末残高 △58,427

株主資本合計

当期首残高 3,143,201

当期変動額

剰余金の配当 △102,086

当期純利益 269,752

当期変動額合計 167,666

当期末残高 3,310,867
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(単位：千円)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 87

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,957

当期変動額合計 2,957

当期末残高 3,044

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 87

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,957

当期変動額合計 2,957

当期末残高 3,044

新株予約権

当期首残高 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8,971

当期変動額合計 8,971

当期末残高 8,971

純資産合計

当期首残高 3,143,288

当期変動額

剰余金の配当 △102,086

当期純利益 269,752

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,928

当期変動額合計 179,594

当期末残高 3,322,883
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 511,600

減価償却費 83,557

のれん償却額 80,494

創立費償却額 1,429

開業費償却額 1,418

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,914

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,962

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7,846

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,208

株式報酬費用 8,971

受取利息及び受取配当金 △3,835

支払利息 5,289

売上債権の増減額（△は増加） △291,447

たな卸資産の増減額（△は増加） △14,905

前払費用の増減額（△は増加） △23,732

仕入債務の増減額（△は減少） △60,313

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △16,017

未払消費税等の増減額（△は減少） △59,266

その他 △53,431

小計 176,398

利息及び配当金の受取額 3,358

利息の支払額 △5,289

法人税等の支払額 △364,923

営業活動によるキャッシュ・フロー △190,456

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △30,778

有形固定資産の取得による支出 △33,097

有形固定資産の売却による収入 4,846

無形固定資産の取得による支出 △12,933

長期前払費用の取得による支出 △1,938

差入保証金の差入による支出 △11,785

差入保証金の回収による収入 10,177

その他 △13,638

投資活動によるキャッシュ・フロー △89,147

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △102,379

財務活動によるキャッシュ・フロー △102,379

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △381,983

現金及び現金同等物の期首残高 1,989,561

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,607,578
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   該当事項はありません。 

  

１. 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数   ４社 

連結子会社の名称 

㈱ピーアンドピー 

㈱ピーアンドピー・インベックス  

㈱ジャパンプロスタッフ  

㈱ピーアンドピー・キャリア  

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

①会社名 

迎倍客股份有限公司  

②連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社である迎倍客股份有限公司は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金等は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります  

  

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用しない非連結子会社の名称 

迎倍客股份有限公司  

(2) 持分法を適用しない理由 

非連結子会社である迎倍客股份有限公司は、小規模会社であり、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しております。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券 

(イ)満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(ロ)その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)
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(ハ)関係会社株式 

移動平均法による原価法 

②  たな卸資産 

商品 

移動平均法（貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げの方法） 
  

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産（リース資産を除く） 

(イ)平成19年３月31日以前に取得したもの 

旧定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物及び建物附属設備に

ついては旧定額法を採用しております。また、取得価額の５％に到達した期の翌期より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しており

ます。 

(ロ)平成19年４月１日以降に取得したもの 

定率法によっております。ただし、建物及び建物附属設備については定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び建物附属設備  ３～15年 

  車両運搬具            ２～６年 

  工具器具備品          ３～８年 

②  無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

③  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
  

(3) 重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②  賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する金額を計上してお

ります。 

③  役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

④  役員賞与引当金 

役員賞与の支払に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき、当連結会計年度に見

合う分を計上しております。  
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⑤  退職給付引当金 

一部の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務を

計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
  

(4) のれんの償却方法及び償却期間 

５年間で均等償却しております。 
  

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から１年以内に償還期限が到来する短期的な投資からなっております。 
  

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 繰延資産の処理方法 

創立費 

５年間で均等償却しております。 

開業費 

５年間で均等償却しております。 

② 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度の期首以後より、平成24年４月

１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。 

 これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び当期純利益に与える影響は軽微であります。 

  

１  当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメントライン契

約を締結しております。当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次

のとおりであります。 

 
  

※２  非連結子会社に対するものは、次のとおりであります。 

 
  

(会計方針の変更)

(連結貸借対照表関係)

 
当連結会計年度

(平成25年３月31日)

貸出コミットメントの総額 2,300,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 2,300,000千円

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

関係会社株式 56,572千円
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※１  販売費及び一般管理費は、全て一般管理費に属する費用であります。主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

 
  

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 
  

 
（注）１．当連結会計年度期首の発行済株式数は株式会社ピーアンドピーの株式数であります。 

２．増加は株式移転に伴って発行したものであります。 

 
（注）１．当連結会計年度期首の自己株式数は株式会社ピーアンドピーの株式数であります。 

２．増加は株式移転に伴って発行したものであります。 

  

(連結損益計算書関係)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

従業員給与 1,466,743千円

法定福利費 246,710千円

賃借料 440,267千円

減価償却費 53,549千円

開業費償却 1,418千円

貸倒引当金繰入額 6,394千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,846千円

採用教育費 321,244千円

のれん償却費 80,494千円

(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

その他有価証券評価差額金

 当期発生額 4,598千円

 組替調整額 ―千円

  税効果調整前 4,598千円

  税効果額 △1,641千円

  その他有価証券評価差額金 2,957千円

その他の包括利益合計 2,957千円

(連結株主資本等変動計算書関係)

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式  (株) 109,331 10,823,769 ― 10,933,100

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式  (株) 1,872 185,328 ― 187,200
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 （注）１. 増加は株式会社ピーアンドピーから承継したものであります。 

       ２. 権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  
  

 
  

 
 (注) 内訳は、普通配当９円80銭、記念配当20銭であります。 

  

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
  

３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社

株式会社Ｐ＆Ｐホー
ルディングス第１回
新株予約権（注１,
２)

普通株式 ― 92,800 ― 92,800 1,524

株式会社Ｐ＆Ｐホー
ルディングス第２回
新株予約権（注１)

普通株式 ― 77,500 ― 77,500 7,466

合計 ― 170,300 ― 170,300 8,971

４．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成24年６月20日 
定時株主総会

普通株式 102,086 950 平成24年３月31日 平成24年６月21日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月24日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 107,459 10 平成25年３月31日 平成25年６月25日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金及び預金 1,807,578千円

預入期間３か月超の定期預金 △200,000千円

  現金及び現金同等物 1,607,578千円
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当連結会計年度(平成25年３月31日) 

その他有価証券で時価のあるもの 
       (単位：千円) 

 
  

  共通支配下の取引等 

(1) 取引の概要 

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容  

  名   称：株式会社ピーアンドピー 

  事業の内容：販売支援サービス等 

② 企業結合日 

  平成24年10月１日 

③ 企業結合の法的形式 

  単独株式移転による持株会社設立 

④ 結合後企業の名称 

  株式会社Ｐ＆Ｐホールディングス 

⑤ その他取引の概要に関する事項 

 当社グループは、SPOサービスを中心とする販売現場への人的支援サービスを主たる事業としてお

りますが、当社の今後の更なる発展のためには販売現場支援の周辺領域への積極的なサービス展

開、サービス強化が急務となっております。 

 そこで、各事業会社の独立性を一層高め、機動的かつ戦略的に事業を推進すると同時に、グルー

プ内の経営資源の適正な配分を行うことを目的に持株会社体制へと移行いたしました。 

(2) 実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。 

(有価証券関係)

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

株式 44,176 39,128 5,048

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

その他 100,340 100,655 △315

合計 144,516 139,783 4,733

(企業結合等関係)
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１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社グループは、重点事業領域であるSPOサービス事業を軸に、事業活動の特徴、法的規制を考慮した

経営管理上の区分によって、「SPOサービス事業」、「BYSサービス事業」、「HRサービス事業」及び「そ

の他サービス事業」の４つを報告セグメントとしております。 

「SPOサービス事業」は、放送・通信キャリア、一般消費材メーカー及び各関連企業を中心に販売支

援・営業支援に係る各種サービス業務を主な業務としております。「BYSサービス事業」は、小売店舗・

倉庫の商品棚卸代行業務や、販売プロセスのバックヤード作業を支援するサービス（商品の仕分け、梱

包）などを主な業務としております。「HRサービス事業」は、コールセンター向け人材派遣・請負、事

務・IT人材派遣、人材紹介等を主な業務としております。「その他サービス事業」は、WebSPOサービス、

海外支援サービスなど上記以外のサービスを主な業務としております。 

なお、当社グループは、グループ内組織再編に伴い、当第３四半期連結会計期間より報告セグメントを

従来の「アウトソーシング事業」、「人材派遣事業」の２区分から、「SPOサービス事業」、「BYSサービ

ス事業」、「HRサービス事業」、「その他サービス事業」の４区分に変更しております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、「連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。 

  

(セグメント情報等)

(セグメント情報)
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  

      (単位：千円) 

 
（注）セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 
  

  

  

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないた 

め、記載はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

      (単位：千円) 

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日)

報告セグメント
合計SPOサービス

事業
BYSサービス

事業
HRサービス事

業
その他サービ

ス事業
計

売上高

  外部顧客への売上高 13,892,982 4,459,646 4,598,285 33,257 22,984,171 22,984,171

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 13,892,982 4,459,646 4,598,285 33,257 22,984,171 22,984,171

セグメント利益 398,351 93,474 13,261 3,427 508,514 508,514

セグメント資産 3,537,016 1,304,654 1,076,733 8,500 5,926,904 5,926,904

その他の項目

  減価償却費 34,308 38,284 12,292 89 84,975 84,975

 のれん償却額 53,069 8,726 18,697 ― 80,494 80,494

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

28,162 40,260 4,663 76 73,163 73,163

(関連情報)

当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

２．地域ごとの情報

（１）売上高

（２）有形固定資産

３．主要な顧客ごとの情報

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

報告セグメント
合計SPOサービス

事業
BYSサービス

事業
HRサービス事

業
その他サービ

ス事業
計

当期末残高 41,350 3,068 23,369 ― 67,788 67,788
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（注）のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事

項) 

当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

    該当事項はありません。 

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)
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(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

  

 
  

 ３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(１株当たり情報)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 308円39銭

１株当たり当期純利益 25円10銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 24円96銭

項目
当連結会計年度

(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益               (千円) 269,752

普通株主に帰属しない金額         (千円) ─

普通株式に係る当期純利益          (千円) 269,752

普通株式の期中平均株式数          (株) 10,745,900

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額                  (千円) ―

普通株式増加数                    (株) 60,952

 (うち新株引受権) ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

―

項目
当連結会計年度

(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額        (千円) 3,322,883

普通株式に係る期末の純資産額   (千円) 3,313,911

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数                    (株)

10,745,900
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（株式取得による会社の買収） 

 当社は、平成25年４月16日付で、伊藤ハム株式会社の完全子会社である藤栄テクノサービス株式会社

の発行済株式の90％を伊藤ハム株式会社より取得する株式譲渡契約を締結いたしました。 

(1) 株式譲渡契約締結の理由 

 当社は、SPOサービス事業、BYSサービス事業、HRサービス事業及びその他サービス事業の４つのセグ

メントに経営資源を集中し、これらの事業に対するクライアントニーズに応えてまいりました。 

 SPOサービス事業は、メーカー及び流通業の営業・販売部隊の一員として、量販店、GMS、スーパーな

ど小売店への営業促進から店頭販売に至るまで、セールスプロセスをトータルに支援する事業でありま

す。一方でBYSサービス事業は、メーカー、流通業の営業・販売サイドのバックヤードにあたる生産・

物流業務の後方支援をする事業になります。 

 一方、藤栄テクノサービス株式会社は、伊藤ハム株式会社のグループ企業の一員として、小売・流通

向けの試食・試飲サービスを中心としたセールス・プロモーション事業及び同グループの生産工場を主

に人材面で支援する事業を推進してまいりました。 

 特に同社が手がける試食・試飲サービスは、スタッフの調理スキル・ノウハウをはじめ、それらを支

える教育体系や充実した機材のラインアップなど、今まで当社において展開が手薄であった領域であり

ます。 

 こうした中、当社としては、藤栄テクノサービス株式会社がこれまで築いてきた事業基盤、登録スタ

ッフを活用し、当社の全国的な営業基盤と融合を図ることによって、これまで以上の相乗効果を実現で

きるものと考えております。 

 これにより、クライアントの多様なニーズに適合する人材をタイムリーに提供すると同時に、全国規

模でのSPOサービス、BYSサービスの事業展開に基づく、クライアントへのフルサポートを実現します。

 今般、更なる成長を遂げることが見込めることから、当社、藤栄テクノサービス株式会社、伊藤ハム

株式会社の利害が一致しましたので、株式取得に関する譲渡契約を締結するに至りました。 

(2) 株式取得の相手先の名称 

 伊藤ハム株式会社 

(3) 買収する会社の名称、事業内容、規模 

 ①名称          藤栄テクノサービス株式会社 

 ②主な事業内容      一般労働者派遣業、デモンストレーター派遣、有料職業紹介業 

 ③規模（平成24年３月期） 資本金30,000千円 売上高1,805百万円 

(4) 株式取得の時期 

 平成25年６月４日 

(5) 取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

 ①取得株式数    540株 

 ②取得価額     未定 

 ③取得後の持分比率 90％ 

(6) 取得資金の調達 

 自己資金をもって充当する予定です。 

(重要な後発事象)
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該当事項はありません。 

６．その他
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